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概要 
 
地方自治体の企業立地促進補助金は、企業の立地活動を促すことによって、地域に経済効
果などをもたらしている一方、交付対象企業が倒産や地域から撤退することによって、補助
金の支出が水泡に帰するリスクもある。安全かつ有効な公金の支出を確保するために、補助
金のこうしたリスクに対応する有効な手段を探る必要がある。 
補助金のリスクに対応する措置として、補助金の審査制度と返還請求制度が挙げられる。
第三者として専門的な知見を有する外部審査会の審査における役割はとりわけ期待されて
いる。しかし、補助金の審査自体が事務的作業に陥る恐れがあるという指摘のほか、各種審
査会が諮問機関にすぎないことに対する懸念も従来から存在する。これら先行研究を踏ま
え、本稿は、実証分析の手法を使って、地方自治体の企業立地促進補助金外部審査会設置の
補助金リスク対策としての役割と効果を明らかにすることを試みた。結果として、外部審査
会を持つ自治体は、補助金のリスク管理の体制を整えることによって、不適切な支出に対応
する措置をより多く施していることが観察でき、外部審査会の効果が一定程度確認できた。
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はじめに 
 2000年以降、日本国内における労働規制の緩和、高度な生産・製品技術の海外流出の防止を
背景として、大規模な海外投資を行っていた日本の製造業は国内回帰の傾向を示している。そ
のような日本経済の流れを背景として、地方自治体の企業立地促進活動が盛んになった。専門
部署の設置、首長によるトップセールスの展開、低利融資など、地方自治体の誘致政策は多岐
にわたるが、その中でも特に重視され、注目を浴びているのが補助金による誘致政策である。
日経産業消費研究所の調査によると、企業誘致のための補助金について、1 社に対して交付す
る限度額を 50億以上に設定する道府県の数は、2005年には 6県であったが、2012年には 14府
県に上り、ほかに上限無しの県も 2つあるという1。 
補助金のインセンティブ効果により、企業立地が促され、地域に雇用創出や関連産業の繁栄
といった波及効果がもたらされた。しかし、企業立地促進補助金には経済的効果だけではなく、
リスクもある。ここ数年で、補助金の交付対象企業の工場閉鎖、倒産、地域からの撤退といっ
た現象が散見される。内閣府（2005）はこのようなリスクに対応するため、補助金の返還制度
と事前審査と 2 つの政策手段を提示し、中でも外部有識者による審査制度（以下、「外部審査
会」と略す）を提唱した2。  
本稿の主要な目的は、企業立地促進補助金のリスク対策として提唱されている外部審査会の
効果を実証的に分析することにある。管見のかぎり、こうした外部審査会の効果を明らかにし
た先行研究は見当たらない。そこで本稿は、47都道府県を対象としたアンケート調査を行って
データを入手し、外部審査会の効果の検証を中心とした定量的分析を行った。 
 検証結果は次のとおりである。まず、事前審査の段階ではリスクを排除する有効な方法の存
在を確認することはできなかった。これは、補助金対象企業の将来の市場活動を完全に予測し
把握することは不可能であり、事前審査段階でのリスク回避は困難であるからであると考える。
次に、外部審査会を設置した自治体は、設置していない自治体より、補助金事業に対するリス
ク管理の体制が整っており、補助金の取消・返還請求の件数が多く、不適切な補助金を返還さ
                                               
1 前島雅彦（2005）「特集 道府県・政令市調査 拡充相次ぐ自治体の企業誘致策」『日経グローカル』No.37、日
経産業消費研究所編、pp.22、「表 1 補助金・助成金限度額ランキング」 
前島雅彦・紙谷樹（2012）「特集 都道府県・政令市調査 転機の企業誘致 海外流出に 7 割近くが危機感」『日経
グローカル』No.199、日本経済新聞社・産業地域研究所編、p.13、「表 1 補助金・助成金の上限額ランキング」
（ 産 業 地 域 研 究 所 は 、 日 経 産 業 消 費 研 究 所 を 改 組 し た 機 構 で あ る 。
http://www.nikkei.co.jp/rim/annai/annai2013.htm 閲覧日 2014.5.31） 
2 内閣府（2005）「地域の経済 2005－高付加価値化を模索する地域経済－」「第 2 節 活性化のための具体策」、
p.11、http://www5.cao.go.jp/j-j/cr/cr05/chr05_index-pdf.html 閲覧日 2013.11.18 
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せているという効果があることがわかった。  
1 日本における地方自治体の企業立地促進補助金政策 
1.1 地方自治体の主な企業立地促進政策 
地方自治体は、企業立地を促進するために様々な政策を講じてきた。1950年代からすでに工
場立地条例（要綱）を策定し始め、これに基づく奨励措置としては、「一定年の間（3年間くら
いが多い）県税を減免する」、「それに見合う奨励金を交付する」、「それに見合う範囲で道路な
どの施設を作る」などがあった3。その後、政策手段は次第に拡充され、2010年 9月末現在、各
都道府県が実施中の企業立地促進政策は以下のとおりである。 
図 1-1:2010年 9月末現在実施中の企業誘致策（複数回答、数字は都道府県自治体数） 
出所:『日経グローカル』No.1594 p.14 
                                               
3 東京市政調査会（1962）『地方自治体と工場誘致――その実体と問題点』東京市政調査会、pp.51-52。 
4 前島雅彦・石川正浩・岡森章男（2010）「特集 都道府県・政令市調査 円高・人口減…岐路の企業誘致策」『日
経グローカル』No.159、日本経済新聞社・産業地域研究所編、p.14、「図 5 今年 9 月末現在で実施中の企業誘
致策」 
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図 1-1をみると、上位を占める政策の中では、人員の配備や情報提供など行政サービスの充
実以外に、進出企業を対象にした資金面の助成が自治体にとって重要視されていることがわか
る。本稿では、企業立地促進活動において、こうした用地・建物の取得や設備購入や、雇用な
どに対する直接的な金銭交付を「企業立地促進補助金政策」として分析対象とし、それ以外の
税制上の軽減や低利融資制度は分析の対象から除外する。 
1.2 なぜ補助金なのか 
企業立地を促進するために、補助金政策はなぜ多くの自治体に重要視されているのか、その
理由についてまとめてみる。 
 
1.2.1 企業のニーズ 
日経産業消費研究所（2004）によると、立地企業が行政に求めることについて、税金の軽減・
優遇、行政手続きの迅速・簡略化、用地・建物取得への補助金が上位 3 位を占めた（図 1-2）。 
図 1-2:日本国内に工場を新設・増設際、行政に求めること（複数回答、157社対象） 
 出所:『日経グローカル』No.125 p.13 
日本企業の国内立地の障害として、「円高、高い法人実効税率、厳しい労働規制、温暖化ガス
の排出抑制、外国との経済連携の遅れ、震災後の電力供給の不安」を指す「六重苦」が近年頻
繁に挙げられている6。日本国内で立地を検討する際、資金面の助成を望むケースが多いことは、
                                               
5 前島雅彦・大塚弘規（2004）「特集 47 都道府県調査・主要製造業調査 過熱する自治体の企業誘致合戦」『日
経グローカル』No.12、日経産業消費研究所編、p.13、「図 11 国内に工場を新設・増設使用とした場合、行政に
求めること」 
6 柿沼重志（2013）「国内企業立地の動向と今後の課題～グローバル競争下で進展する海外進出～」、p.34、 
http://www.sangiin.go.jp/japanese/annai/chousa/keizai_prism/backnumber/h25pdf/201310902.pdf 閲 覧 日
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コスト面における負担が大きいからであると考えられる。補助金の有無は、企業が立地する際
に考える一つの要因でしかない。しかし、企業に資金面の補助を与えれば、立地行動のインセ
ンティブになる。特に、「他の条件が同一だった場合は、進出するかどうかの重要なポイントに
なる。企業の背中を最後に押す役目を担うのは、誘致に対する自治体の積極性を示す補助金だ」
7という。三重県シャープ工場の立地は、補助金によって促された好事例である。三重県と亀山
市の合計で助成する 135億の補助金は、シャープが多くの候補地から三重県を選ぶ強い後押し
となり、現地経済の活性化に貢献した。三重県政策部の担当者である藤本（2009）は、大規模
な補助金による支援は、企業誘致手法のインセンティブ手法の強化版ともいえるコストベネフ
ィット手法であると、立地促進活動における補助金の役割を評価している8。 
 
1.2.2 補助金と税の軽減 
自治体からの助成には、税の軽減と補助金との二つの方法がある。これらの手法はいずれも、
企業にとって、結果的に同じく資金面の援助となり、他方、自治体にとっては財政負担になる。
減税措置と比べ、補助金の優位性はどこにあるだろうか。 
横浜市税制研究会（2012）9では、企業誘致を進めるための法人市民税の課税免除について、
負担の公平性、手段の適切性、財政上の視点から、補助金と比較検討している。結果、政策の
ツールとして、補助金は、透明性、スピード、企業撤退の対応などの面において、免税措置よ
りも優れていると結論付けられている。また、大阪府の企業立地促進担当者によれば10、立地す
る企業がどのような企業かによって、有効な政策手段が異なる、とのことであった。例えば、
資金調達力が比較的弱い中小企業の立地を促進する場合、直ちに現金調達が可能となる投資費
用に対する補助金が有効であるが、税制優遇の場合は、こうした投資費用に対する補助金と比
較して、投資から優遇を受けるまでの間の投資・運転資金を自力で調達する必要があり、資金
確保という中小企業にとって最大のネックの解消にはあまり効果がない。 
固定資産税などの納税額を計算の基準として補助金試算し、交付する自治体もあるが、それ
                                               
2014.5.6 
7 前島雅彦・石川正浩・岡森章男（2010）「特集 都道府県・政令市調査 円高・人口減…岐路の企業誘致策」『日
経グローカル』No.159、日本経済新聞社・産業地域研究所編、p.23 
8 藤本和弘（2009）「企業誘致の手法と成功要因に関する事例研究」『計画行政』32（4）、日本計画行政学会編、
p.38 
9 横浜市税制研究会（2012）「『企業立地に係る税制の活用について』に係る意見書」 
http://www.city.yokohama.lg.jp/zaisei/citytax/kenkyukai/pdf/keizai-ikensyo.pdf 閲覧日 
2014.5.31 
10 2014 年 2 月に大阪府商工労働部成長産業振興室特区・立地推進課に対する筆者によるヒアリングからの結
果である。 
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も補助金であり、税の措置とは異なる。こうして、各自治体の事情や政策目的によって政策手
段も変わってくるが、企業立地を促進する際、補助金は一つの政策ツールとして重要視されて
いると考えられる。 
 
1.2.3 地方自治体の企業立地促進補助金の効果 
 補助金には、前述のようなインセンティブ効果のほかに、経済波及効果もあるとされている。
そもそも、地方自治体が交付する補助金の根拠として、『地方自治法』第 232条第 2項に「普通
地方公共団体は、その公益上必要がある場合においては、寄附又は補助をすることができる」
と明記してあることから、その「公益性」が明らかでなくてはならないが、これを検証するた
めには、地域経済にもたらされた効果を検証することが重要であろう。 
 地方自治体による企業立地促進活動の評価には、当該立地によって生み出される経済波及効
果を算出するための手法として、産業連関表がよく用いられる。一例として、福島県企画調整
部統計課（2013）では、東日本大震災後から実施された「ふくしま産業復興企業立地補助金」
を活用している 291企業がもたらす県内への経済波及効果を推計し、県内経済への貢献度が検
証されている。震災後、福島県では、人口減少、雇用ミスマッチ、県内産業の低迷と経済の衰
退、また、それによる雇用環境の悪化や県外への人口転出超過などといった悪循環に対する懸
念があった。そうした状況下で、さまざまな企業の立地による雇用の増加と県内経済の活性化
が図られ、補助金制度が設けられた。補助金対象企業の立地に伴い、土地造成費・建築取得費・
機械設備費・操業後の生産額がもたらす経済波及効果をそれぞれ推計した結果、投資による経
済波及効果が約 3103億円で、操業後の精算による経済波及効果は約 1686億円だと試算されて
いる。福島県は、企業の立地や設備投資によって県の復興再生に貢献することを願いながら、
補助金に対して、企業立地のための「円滑油」という役割を期待した11。 
ほかに、自治体が投入したコストに見合った効果が得られているかどうかという財政の観点
から見た分析もある。武者（2010）は、実際に大型設備投資を実現した三重県亀山市シャープ
工場の事例を取り上げた。シャープ進出前後の亀山市の財政状況をまとめた上で、企業進出が
起こった現状に対して、起こらなかった場合の財政状況をシミュレーションし、それぞれを比
較して、その 2ケースの差を企業進出の効果と考えた。企業立地促進補助金、及び企業進出に
伴い、かかった建設事業費などのコストを含めて、企業立地の有無で比較した結果、2004 年-
                                               
11 福島県企画調整部統計課（2013）「アナリーゼふくしま No.20」、 
http://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/17256.pdf 閲覧日 2014.5.7 
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2010 年の 7 年間で亀山市にもたらした財政上の収益は 44 億円であり、影響はプラスであると
いう結果であった12。 
以上のようなポジティブな結論とは異なり、企業立地促進補助金の効果を疑問視する意見も
ある。内閣府（2005）の調査によれば、補助金額が多額であるほど工場立地件数が増加する関
係は確認できない13。平山（2008）は補助金を公益上の必要性、公平性、使途の明確性などの法
的視点から批判した14。本稿において前段までに取り上げた福島県や三重県の事例にしても、
企業立地によりもたらされた効果は、単純に補助金だけによるものだと断言はできない。 
地方産業の空洞化、遊休地の増加、人口の減少、雇用チャンスの不足など多数の問題を抱え
る地方自治体にとって、企業立地による産業振興が、昨今、重要視されているが、企業立地を
促すための補助金の効果に関してはまだ課題が残っている。他方、経済産業省のアンケート調
査によると、企業誘致施策の実際に効果が高かったと考えられる施策として、税制補助金など
の優遇措置を選んだ自治体が最も多いという結果であった15。 
本稿では、企業側のニーズに対する柔軟な対応や税制優遇との比較などを含めて考えると、
企業立地の促進において、補助金という手段は有効であるとの観点からその外部審査会に関す
る検証を行うこととするが、これに当たり、次節では、この補助金が抱えるリスクの問題にも
触れる。 
1.3 地方自治体の企業立地促進補助金の問題点及び対策 
地方自治体の企業立地促進補助金の問題点として、ここ数年、よく報じられていたのは、補
助金の交付対象企業による工場の閉鎖、倒産、地域からの撤退などの諸問題である16。日本経済
新聞社（2010）の調査によると、34 の道府県は「すでに立地している企業の撤退や事業縮小」
という問題を抱えている17。前で述べたように、多くの自治体では、補助の公益性の観点から、
                                               
12  武者加苗（ 2010 ）「企業誘致政策の地域経済へ与えた影響 : 三重県亀山市の事例から」
http://kgur.kwansei.ac.jp/dspace/bitstream/10236/7262/1/20110406-4-5.pdf  2014.5.6 閲覧  
13 内閣府（2005）「地域の経済 2005－高付加価値化を模索する地域経済－」「第 2 節 活性化のための具体策」、
pp.12-13、http://www5.cao.go.jp/j-j/cr/cr05/chr05_index-pdf.html 閲覧日 2013.11.18 
14 平山正和（2008）「企業誘致を口実とする大企業に対する補助金の垂れ流しにメスを入れよう--シャープ進
出にともなう大阪府、堺市の補助金、支援策の法的評価（第 53 回 [民主法律協会]総会特集号）」『民主法律』
（275）、民主法律協会編、pp.78-84、 
15 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社（2012）「平成 23 年度地域経済産業活性化対策調査」、資
料 編 「 企 業 立 地 施 策 と 産 業 集 積 の あ り 方 に 関 す る 自 治 体 ア ン ケ ー ト 調 査 」、
http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2012fy/E002286.pdf 閲覧日 2014.5.7 
16 「シャープもパナソニックも !『裏切りの工場撤退』で補助金が泡と消えた」『現代ビジネス』
http://gendai.ismedia.jp/articles/-/32524 閲覧日 2014.5.25  
17 前島雅彦・石川正浩・岡森章男（2010）「特集 都道府県・政令市調査 円高・人口減…岐路の企業誘致策」
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補助金の効果として、立地企業による地域経済に対する経済効果を期待している。したがって、
補助金を受けた企業がいったん立地しても、事業の変更などによって地域に貢献ができないと
いうことになれば、補助金の支出が水泡に帰する可能性がある。本稿では、このような補助金
交付対象企業の倒産リスクや撤退リスクなどを総じて補助金のリスクとする。 
企業立地促進補助金の効果と表裏一体ともいえるこのリスクに、どう対応すればよいのか。
内閣府（2005）は、地方自治体の対応ぶりについて調べた。そして、「設備投資補助金を設置し
ている道府県 43 県のうち、25 道府県では工場が撤退した場合の補助金の返還制度を設けてい
る。その多くは、期間を区切って、その期間内に撤退や財産を売却した場合には返還を求める
ことができる旨の規定である。しかし、18 県では制度を設けていない」18と当時の現状を明ら
かにした。同時に、「補助金の交付に当たっては、その企業が少なくとも補助金支給額を超える
だけの経済効果をもたらすかどうかをしっかりと審査する仕組みが必要と言えよう」19と審査
の役割を提示した。「補助金の最大交付額が 30億円以上の府県について、交付に当たっての審
査の状況を調査すると、約 4 分の 1 の府県が外部有識者による審査制度を設けている20。その
中身をみると、立地計画の認定をする際に、外部有識者からなる審査会を設けているというケ
ースが目立つ。最終的に責任を取るのは県、県知事であっても、少なくない額の財政負担にな
ることから、交付に当たっては様々な角度からその有用性を審査することが必要であろう」21
とその意義を示している。 
同報告書から、企業立地促進補助金のリスク対策として、2つの措置が読み取れる。第 1に、
返還制度を明確に規定・設定することである。それにより、補助金の交付要件や企業の操業義
務を明確にし、補助金の期間を区切って、その期間内に補助金の要件に違反する場合、補助金
を返してもらう。これは、補助金の支出が水泡に帰さないように、損失を後から補てんするた
めの手法である。第 2に審査制度を設けることである。補助金の交付にあたって、相手が適格
な交付対象であるかどうか、立地の効果はどれぐらいあるのか、事業の実現が可能かどうかな
どを事前に確認し、審査する。しかも、様々な角度から有用性を審査するために、外部有識者
                                               
『日経グローカル』No.159、日本経済新聞社・産業地域研究所編、p.12 
18 内閣府（2005）『地域の経済 2005－高付加価値化を模索する地域経済－』「第 2 節 活性化のための具体策」、
p13、http://www5.cao.go.jp/j-j/cr/cr05/chr05_index-pdf.html 閲覧日 2013.11.18 
19 内閣府（2005）『地域の経済 2005－高付加価値化を模索する地域経済－』「第 2 節 活性化のための具体策」、
p13、http://www5.cao.go.jp/j-j/cr/cr05/chr05_index-pdf.html 閲覧日 2013.11.18 
20 内閣府同報告書によると、最大交付額が 30 億円以上であるのは 10 府県あり、上限なしのは１県ある。「第
1-2-1（9）表 各道府県の企業誘致に関する補助金制度」 
http://www5.cao.go.jp/j-j/cr/cr05/pdf/chr05_z1-2-1.pdf 閲覧日 2013.11.18 
21 内閣府（2005）「地域の経済 2005－高付加価値化を模索する地域経済－」「第 2 節 活性化のための具体策」
pp.12-13、http://www5.cao.go.jp/j-j/cr/cr05/chr05_index-pdf.html  閲覧日 2013.11.18 
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による審査会を設けることが望ましいということである。 
2 問題意識と仮説 
2.1 問題意識 
前章で述べられたように、内閣府（2005）は、企業立地促進補助金のリスク対策として、「経
済効果をしっかりと審査する仕組みが必要だ」と強調し、そして、外部審査会の設置も提示し
た22。地方自治体における補助金の審査は、予算の執行の適正化を図る措置として各自治体の
補助金交付規則や財務規則に明確に定められている。例えば、「岩手県補助金交付規則」には、
「第 5 条 知事は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類等の審査及び必
要に応じ現地調査等を行い、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付
の決定をするものとする」23 という規定がある。 
基本的な手続きとして、地方自治体の首長は、補助事業者の申請に対して、補助金を交付す
べきものであるかどうかの判断をするために、書類審査・現地調査を実施しなければならない。
松本（2004）は、地方自治体の補助金審査において、「審査業務が『単なる補助金の精算作業』
に陥ってしまうことが無いように十分留意する必要がある」と懸念を示している24。補助金の
審査は申請書類の確認や交付金額の算出など事務的作業に陥りやすいという傾向が読み取れ、
審査の効果が疑われるのである。このような懸念の下、企業立地促進補助金の場合、安全かつ
有効な公金の支出を確保するという観点からは、審査に対して、立地企業が倒産や撤退するな
どのリスクを回避するという固有の役割が求められており、そうした審査の役割そのものを対
象とした検証が必要となる。さらに、審査の仕組みについて、外部審査会を設置した自治体は、
行政内部で審査を行っている自治体と比較して、リスク対策としての効果が上がっているのか
否かを明らかにする必要もある。しかし、このような検証を行っている先行研究は管見の限り
ない。 
                                               
22 内閣府（2005）『地域の経済 2005－高付加価値化を模索する地域経済－』「第 2 節 活性化のための具体策」、
p.13、http://www5.cao.go.jp/j-j/cr/cr05/chr05_index-pdf.html 閲覧日 2013.11.18 
23 「岩手県補助金交付規則」（昭和 32 年 11 月 5 日規則第 71 号、最終改正平成 25 年 3 月 29 日規則第 31 号） 
http://www3.e-reikinet.jp/iwate-
ken/d1w_reiki/332902100071000000MH/332902100071000000MH/332902100071000000MH_j.html 閲覧
日 2014.5.25 
24 松本英徳（2004）「事例式 地方公共団体の外部監査の実務 農林水産業（2）～補助金等の審査」『地方財務』
No.603、ぎょうせい編、p311 
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本稿は、以上の問いを解明するために、企業立地促進補助金の審査を分析対象の中心として、
リスク対策の面における外部審査会の役割を定量的な分析によって探ろうとするものである。 
2.2 仮説 
以上で述べたような審査業務に対する視点の下に、本稿は、「企業立地促進補助金において、
外部審査会を設けた自治体と、設けていない自治体との間に、リスク対策効果の差異は存在し
ない」という仮説を立てる。理由は次の 2つである。 
第 1に、審査会は、「基本的に行政機関に付属し行政から諮問された事項について調査・審議
し、意見を答申する合議制の諮問機関である」25と定義づけられ、設置の目的として、「専門知
識の導入、公正さの確保・利害の調整・各種行政の総合調整等」26が挙げられる。しかし、共通
する問題点として、審議会や審査会は「機能しつつ行政統合へと収斂していく」27、「行政側の
隠れ蓑」28であると指摘されている。企業立地促進補助金の外部審査会も同じように、自治体の
諮問機関であって補助金交付の決定権は有していない。その決定権を持つのが自治体である以
上、外部審査会は補助金交付決定の帰結に影響力を有していないのではないかと見ることがで
きる。 
第 2に、企業立地促進補助金の外部審査会に関する公開情報は全体的に非常に限られている
29。外部審査会について、審査委員はどのような構成で、何を基準にしてどんな内容を審査して
いるのかという状況は多くの場合不透明である。したがって、外部審査会による審査は自治体
内部で行われている審査と比較してより効果があると判断する十分な根拠が見当たらない。 
この 2 点に基づいて、本稿は、「企業立地促進補助金において、外部審査会を設けた自治体
と、設けていない自治体との間に、リスク対策効果の差異は存在しない」という仮説を立てる。 
 
                                               
25 牧田義輝（2007）『住民参加の再生――空虚な市民論を超えて』勁草書房 p.150 
26 田中二郎・原龍之助・柳瀬良幹編（1965）『行政法講座第 4 巻行政組織』有斐閣 佐藤功「審議会」p.108 
27 牧田義輝（2007）『住民参加の再生――空虚な市民論を超えて』勁草書房 p.151 
28 牧田義輝（2007）『住民参加の再生――空虚な市民論を超えて』勁草書房 p.152 
29 各都道府県の公式ホームページで確認したところ、企業立地促進補助金の対象事業者を指定・認定する際に
審査会に諮ると明記する府県自治体はいくつかある。しかし、そのような記述はほとんど一言だけのものであ
り、審査会の詳細について情報公開しているのは大阪府企業立地促進補助金審査会 
（http://www.pref.osaka.lg.jp/hodo/index.php?site=fumin&pageId=15146 閲覧日 
2014.5.25）だけである。 
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3 企業立地促進補助金外部審査会に関する定量的分析 
3.1 データ 
3.1.1 使用したデータ 
 本稿における分析に使用されたデータは、筆者が実施したアンケート調査によって入手した
ものである。調査対象者は、47の都道府県自治体の立地促進補助金担当部署である。調査票は、
各都道府県公式ホームページに掲載されている問い合わせメールアドレスを通じて配布し、回
答はメールにて回収した。調査期間は、2014年 4月 8日から 5月 7日までとした。調査項目は
表 3-1のとおりである。 
表 3-1:調査項目の概要（調査票は巻末付録のとおり） 
出所:アンケート調査に基づき筆者作成 
有効回答数は 30件であり、回収率は 61.7%であった。地域別の回答状況について、東北＆北
海道地域の回答数は 4件、関東地域は 5件、中部地域は 8件、近畿地域は 3件、中国地域は 4
件、四国地域は 1件、九州＆沖縄地域は 5件であった。 
 
3.1.2 分析に用いる変数 
 本稿は、「企業立地促進補助金において、外部審査会を設けた自治体と、設けていない自治体
との間に、リスク対策効果の差異は存在しない」という仮説を立てた。リスク対策の効果を測
る代理変数として、補助金の取消・返還請求案件の件数を用いる。その理由は、一般的に、企
業立地促進補助金の審査の役割は、不適格な事業者、あるいは効果があげられないと見込まれ
る事業者を減少させることにあるからである。補助金交付の取消・返還請求は、不適格な事業
者、あるいは効果をあげていない事業者に対して補助金を交付してしまうことを意味するため、
審査の役割が十分に果たしていないことを示していると考えうる。 
調査項目 質問番号
企業立地促進のための補助金政策の有無 問１
補助金の上限額、交付決定件数、取消・返還件数（2000年-2013年） 問2-問5
企業立地促進補助金の審査の有無、内容、採択率、公開状況、委員状況 問6-問10
交付決定金額が30億以上の成功例・失敗例の状況 問11、問12
補助金審査の効果、問題点、補助金リスク対策に関する自由記入 問13-問15
12 
 
企業立地促進補助金交付決定の取消・返還請求案件の件数を被説明変数とし、取消・返還請
求件数に影響を与えると考えられる前年の交付決定案件の件数、外部審査会の有無、審査内容、
審査の公開度を説明変数として用いる。 
企業立地促進補助金交付決定案件の件数と取消・返還請求件数については、各自治体におけ
る 2000年から 2013年までの 14年間の時系列データを用いる。取消・返還請求の件数は T 期
のデータを使い、交付決定案件の件数は、本稿でのアンケート調査による調査対象期間を考慮
し、T-1 期、T-2 期、T-3 期、T-4 期、T-5 期、T-6 期のデータを用いる。 
 外部審査会、審査内容及び公開状況については、下記のようなダミー変数を用いる。 
表 3-2：分析に用いる変数 
   出所：筆者作成 
無回答のサンプルは、欠損として処理を行う。 
 
3.1.3 基本統計量 
 基本統計量は表 3-3 のとおりである。交付取消・返還請求件数について、1 自治体当たりの
外部審査会ダミー
外部審査会や専門家会議がある場合を「1」、それらが無い、あるいは補助
金の審査自体が行われていない場合を「0」とするダミー変数を用いる。
事業の投資規模ダミー
「事業の投資規模」を審査する場合を「1」、審査しない、あるいは補助金の
審査自体が行われていない場合を「0」とする。
事業の雇用計画ダミー
「事業の雇用計画」を審査する場合を「1」、審査しない、あるいは補助金の
審査自体が行われていない場合を「0」とする。
事業諸内容の実現可能性
ダミー
「事業諸内容の実現可能性」を審査する場合を「1」、審査しない、あるいは
補助金の審査自体が行われていない場合を「0」とする。
雇用・税収等波及効果ダミー
「雇用・税収など波及効果」を審査する場合を「1」、審査しない、あるいは補
助金の審査自体が行われていない場合を「0」とする。
事業の先端性ダミー
「事業の先端性」を審査する場合を「1」、審査しない、あるいは補助金の審
査自体が行われていない場合を「0」とする。
事業と地域（政策）との整合
性ダミー
「事業と地域（政策）との整合性」を審査する場合を「1」、審査しない、あるい
は補助金の審査自体が行われていない場合を「0」とする。
企業の財務状況ダミー
「企業の財務状況」を審査する場合を「1」、審査しない、あるいは補助金の
審査自体が行われていない場合を「0」とする。
事業の問題点・リスク管理
ダミー
「事業の問題点・リスク管理」を審査する場合を「1」、審査しない、あるいは
補助金の審査自体が行われていない場合を「0」とする。
審査の公開状況ダミー
「ホームページで一般公開」あるいは「住民の開示要求に応じて公開」と回
答した場合を「1」、「非公開」あるいは「その他」と回答した場合を「0」とする
ダミー変数を用いる。
審査基準ダミー
「審査基準」を公開する場合を「1」、公開しない、あるいは審査自体が「非公
開」あるいは「その他」である場合を「0」とする。
審査内容ダミー
「審査内容」を公開する場合を「1」、公開しない、あるいは審査自体が「非公
開」あるいは「その他」である場合を「0」とする。
審査結果ダミー
「審査結果」を公開する場合を「1」、公開しない、あるいは審査自体が「非公
開」あるいは「その他」である場合を「0」とする。
審査議事録ダミー
「審査議事録」を公開する場合を「1」、公開しない、あるいは審査自体が「非
公開」あるいは「その他」である場合を「0」とする。
審査委員ダミー
「審査員」を公開する場合を「1」、公開しない、あるいは審査自体が「非公
開」あるいは「その他」である場合を「0」とする。
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年間件数の平均値は 0.158件であり、最小値は 0件、最大値は 4件である。交付決定件数につ
いて、1自治体当たりの年間件数の平均値は 14.424件であり、最小値は 0件、最大値は 78件
である。外部審査会ダミーについて、標本数は 28自治体、平均値は 0.214である。審査内容に
関しては、事業の投資規模を審査する自治体は 84.6%、事業の雇用計画については 88.5%、事業
の実現可能性については 50%、雇用・税収については 19.2%、事業の先端性ダミーについては
42.3%、事業と地域(政策)との整合性については 53.8%、企業の財務状況については 61.5%、事
業の問題点・リスク管理については 19.2%であった。他方、審査公開度に関して、審査状況を
「ホームページで一般公開」あるいは「住民の開示要求に応じて公開」と回答した自治体は 48%、
公開可能な内容について、審査基準とした自治体が 24%、審査内容とした自治体が 16%、審査結
果とした自治体が 32%、審査議事録とした自治体が 4%、審査委員とした自治体は 4%であった。 
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表 3-3:基本統計量 
出所:アンケート調査に基づき筆者作成 
変数名 標本数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
交付取消・返還請求件数 303 0.158 0.522 0 4
2000年 15 0.000 0.000 0 0
2001年 16 0.000 0.000 0 0
2002年 17 0.059 0.243 0 1
2003年 18 0.167 0.514 0 2
2004年 20 0.150 0.671 0 3
2005年 23 0.043 0.209 0 1
2006年 24 0.167 0.482 0 2
2007年 24 0.250 0.442 0 1
2008年 24 0.125 0.448 0 2
2009年 24 0.125 0.338 0 1
2010年 24 0.167 0.482 0 2
2011年 24 0.208 0.833 0 4
2012年 25 0.400 0.913 0 4
2013年 25 0.200 0.500 0 2
交付決定件数 328 14.424 15.986 0 78
2000年 15 5.133 5.263 0 15
2001年 16 7.625 5.976 0 23
2002年 17 7.647 6.363 1 25
2003年 18 9.556 8.672 0 31
2004年 21 10.905 10.658 0 38
2005年 25 13.920 14.038 0 59
2006年 26 18.038 17.692 0 68
2007年 27 21.222 21.015 0 78
2008年 27 20.222 22.285 0 76
2009年 27 18.000 18.947 0 66
2010年 27 14.444 17.149 0 57
2011年 27 13.444 13.045 2 51
2012年 28 15.107 15.739 0 52
2013年 27 14.926 16.413 0 60
外部審査会ダミー 28 0.214 0.418 0 1
事業の投資規模ダミー 26 0.846 0.368 0 1
事業の雇用計画ダミー 26 0.885 0.326 0 1
事業諸内容の実現可能性ダミー 26 0.500 0.510 0 1
雇用・税収等波及効果ダミー 26 0.192 0.402 0 1
事業の先端性ダミー 26 0.423 0.504 0 1
事業と地域（政策）との整合性ダミー 26 0.538 0.508 0 1
企業の財務状況ダミー 26 0.615 0.496 0 1
事業の問題点・リスク管理ダミー 26 0.192 0.402 0 1
審査の公開状況ダミー 25 0.480 0.510 0 1
審査基準ダミー 25 0.240 0.436 0 1
審査内容ダミー 25 0.160 0.374 0 1
審査結果ダミー 25 0.320 0.476 0 1
審査議事録ダミー 25 0.040 0.200 0 1
審査委員ダミー 25 0.040 0.200 0 1
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3.2 分析の方法 
本稿は、企業立地促進補助金の審査の仕組み（外部審査会か自治体内部審査か）、審査内容、
審査の公開状況など要素から補助金の取消・返還請求状況に与える影響を実証的に検証する。
ここでは、以下の推定式によるランダム効果によるパネル・データ回帰分析を行う。 
Yit=a+bXit+Zi+uit  ⑴ 
式⑴において、Yitは補助金取消・返還請求の件数；Xitは交付決定件数、外部審査会ダミー、
（審査内容）事業の投資規模ダミー、（審査内容）事業の雇用計画ダミー、（審査内容）事業の
実現可能性ダミー、（審査内容）雇用・税収など波及効果ダミー、（審査内容）事業の先端性ダ
ミー、（審査内容）事業と地域(政策)との整合性ダミー、（審査内容）企業の財務状況ダミー、
（審査内容）事業の問題点・リスク管理ダミー、審査の公開度ダミー、（公開内容）審査基準ダ
ミー、（公開内容）審査内容ダミー、（公開内容）審査結果ダミー、（公開内容）審査議事録ダミ
ー、（公開内容）審査委員ダミー；Ziは都道府県ダミー、年ダミー；aは定数項；bは各変数に
対する係数；uitは残差（ランダム効果）である。 
3.3 推定結果 
3.3.1 説明変数間の相関関係 
回帰分析を行う前に、説明変数間の相関関係を確認する。結果は、表 3-4 のとおりである。 
表 3-4:説明ダミー変数の相関関係 
 
外部審査会
ダミー
事業の投資
規模ダミー
事業の雇用
計画ダミー
事業諸内容
の実現可能
性ダミー
雇用・税収等
波及効果
ダミー
事業の先端
性ダミー
事業と地域
（政策）との
整合性
ダミー
外部審査会ダミー 1.000
事業の投資規模ダミー 0.234 1.000
事業の雇用計画ダミー 0.198 0.847* 1.000
事業諸内容の実現可能性ダミー 0.365 0.213 0.361 1.000
雇用・税収等波及効果ダミー 0.196 0.208 0.176 0.293 1.000
事業の先端性ダミー 0.085 0.365 0.309 0.234 0.372 1.000
事業と地域（政策）との整合性ダミー 0.507* 0.247 0.390* 0.463* 0.256 0.168 1.000
事業の問題点・リスク管理ダミー 0.428* 0.208 0.176 0.488* 0.257 0.175 0.256
企業の財務状況ダミー 0.245 0.540* 0.457* 0.474* 0.386 0.357 0.220
審査の公開状況ダミー 0.023 0.000 0.209 0.084 -0.103 -0.251 0.338
審査基準ダミー 0.123 -0.174 0.120 0.338 -0.059 0.048 0.488*
審査内容ダミー 0.010 -0.270 0.093 0.187 -0.229 0.037 0.378
審査結果ダミー 0.016 -0.107 0.147 -0.059 -0.363 -0.296 0.239
審査議事録ダミー -0.115 -0.692* 0.044 0.192 -0.107 -0.192 0.176
審査委員ダミー -0.115 -0.692* 0.044 0.192 -0.107 -0.192 0.176
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注:「＊」は 5%水準で推定値が有意である。 
出所:アンケート調査に基づき筆者作成 
表 3-4の結果から、外部審査会の設定は、「事業と地域（政策）との整合性」の審査、「事業
の問題点・リスク管理」の審査と正の相関がみられる。審査内容については、「事業の投資規模」
を審査する自治体は、同時に「事業の雇用計画」、「企業の財務状況」も審査する傾向がみられ
る。「事業の雇用計画」を審査する自治体は、「事業と地域（政策）との整合性」、「企業の財務
状況」も審査する傾向が見られる。「事業諸内容の実現可能性」を審査する自治体は、「事業と
地域（政策）との整合性」、「事業の問題点・リスク管理」、「企業の財務状況」も審査する。審
査状況を公開する自治体の多くは、内容として、審査基準、審査内容と審査結果が公開可能で
ある。 
 ただし、表 3-4 の相関係数は、あくまでも 2 変数間の関係性を示す指標であって、「因果関
係」を表してはいない。ここで相関係数を概観したのは、「因果関係」を特定するための回帰分
析をするに当たり、多重共線性による推定バイアスを回避するため、各変数の相関の統計学的
有意性について検証を行うためである。   
 
3.3.2 ランダム効果のパネル・データ回帰分析 
表 3-4に基づいて、「外部審査会ダミー」、「事業の投資規模ダミー」、「事業諸内容の実現可能
性ダミー」、「審査の公開状況ダミー」との相関係数が統計学的に有意であった、「事業と地域
（政策）との整合性ダミー」、「事業の問題点・リスク管理ダミー」、「事業の雇用計画ダミー」、
「企業の財務状況ダミー」、「審査議事録ダミー」、「審査委員ダミー」、「審査基準ダミー」、「審
査内容ダミー」、「審査結果ダミー」を説明変数から除外する。 
補助金の取消・返還請求件数（T期）を被説明変数とし、交付決定件数（T-1期、T-2期、T-
3期、T-4期、T-5期、T-6期）、外部審査会ダミー、事業の投資規模ダミー、事業内容の実現可
事業の問題
点・リスク管理
ダミー
企業の財務
状況ダミー
審査の公開
状況ダミー
審査基準
ダミー
審査内容
ダミー
審査結果
ダミー
審査議事録
ダミー
事業の問題点・リスク管理ダミー 1.000
企業の財務状況ダミー 0.386 1.000
審査の公開状況ダミー -0.103 0.177 1.000
審査基準ダミー -0.296 0.204 0.585* 1.000
審査内容ダミー -0.229 0.079 0.454* 0.777* 1.000
審査結果ダミー -0.145 -0.063 0.714* 0.418* 0.636* 1.000
審査議事録ダミー -0.107 -0.295 0.213 0.363 0.468* 0.298 1.000
審査委員ダミー -0.107 -0.295 0.213 0.363 0.468* 0.298 1.000*
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能性ダミー、雇用税収など波及効果ダミー、事業の先端性ダミー、審査の公開状況ダミーを説
明変数として回帰分析を行った結果を表 3-5に示す。なお、表 3-5の結果は、都道府県ダミー
と年ダミーによる調整を行っている。 
表 3-5:回帰分析の結果 
注:都道府県ダミー、年ダミーによる調整済み。***、**、*はそれぞれ、1%、5%、10%水準で推定値が有意であ
る。 
出所:アンケート調査に基づき筆者作成 
説明変数のうち、5%及びその以下の水準で統計的に有意な結果が見られたのは「外部審査会
ダミー」だけである。外部審査会を設置した自治体は、設置していない自治体より、年間の補
= 143
= 22
= 2
= 6.5
= 8
= 109.49
corr(u_i, X)   = 0 (assumed) = 0
交付取消・返還請求件数 係数 標準誤差 z値 [95% Conf. Interval]
交付決定件数
T-1期 0.017 0.009 1.96 0.051 * 0.000 0.034
T-2期 -0.011 0.010 -1.09 0.274 -0.030 0.009
T-3期 -0.004 0.011 -0.39 0.695 -0.025 0.017
T-4期 0.017 0.010 1.62 0.106 -0.004 0.037
T-5期 -0.002 0.011 -0.17 0.862 -0.023 0.019
T-6期 0.014 0.010 1.38 0.168 -0.006 0.033
外部審査会ダミー 1.043 0.428 2.43 0.015 ** 0.203 1.882
事業の投資規模ダミー -0.370 0.549 -0.67 0.500 -1.446 0.705
事業諸内容の実現可能性ダミー 0.626 0.347 1.80 0.071 * -0.055 1.306
雇用・税収等波及効果ダミー -0.594 0.670 -0.89 0.376 -1.908 0.720
事業の先端性ダミー 0.317 0.566 0.56 0.576 -0.793 1.426
審査の公開状況ダミー -0.109 0.268 -0.41 0.685 -0.634 0.417
年ダミー（2006） 0.519 0.222 2.33 0.020 ** 0.083 0.955
年ダミー（2007） 0.525 0.205 2.56 0.011 ** 0.122 0.927
年ダミー（2008） 0.366 0.209 1.75 0.079 * -0.043 0.776
年ダミー（2009） 0.262 0.203 1.29 0.197 -0.136 0.659
年ダミー（2010） 0.183 0.197 0.93 0.352 -0.202 0.568
年ダミー（2011） 0.162 0.178 0.91 0.363 -0.187 0.510
年ダミー（2012） 0.302 0.167 1.81 0.071 * -0.025 0.629
_cons -1.042 0.386 -2.70 0.007 *** -1.798 -0.286
sigma_u 0.000
sigma_e 0.518
rho 0.000 (fraction of variance due to u_i)
　　　　between 　= 1.0000
　　　　　overall   = 0.5034
P>z
　　　　　　　　　　 avg
　　　　　　　　　　max
　　　Wald chi2(34)
　　　Prob > chi2
Random-effects GLS regression 
Group variable: prefecture
R-sq：　 within    = 0.1620
               Number of obs
Number of groups
 Obs per group: min 
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助金取消・返還請求件数が 1.043件多くなると、5%水準で有意な結果が見られた。ほかの審査
内容については同じ水準で有意な結果が見られなかった。本稿は、「地方自治体の企業立地促進
補助金の審査効果に関して、外部審査会を設けた自治体と、設けていない自治体とは、リスク
回避の効果において差異が見られない」という仮説を立てたが、結果として、仮説は支持され
ず、統計的有意な差異が見られた。ただし、差異が見られたとしても、一般的な考え方として、
外部審査会を設置する自治体のほうは、より専門家の知見を取り入れ、審査が厳しくなるため、
補助金の効果が低い案件、即ち取消・返還請求案件の件数が少なくなることが予想される。し
かし、なぜ、逆に取消・返還請求件数が多くなっているのだろうか。 
説明変数間の相関関係（表 3-4）を確認したところ、外部審査会を設けた自治体は、設けて
いない自治体より、「事業の問題点・リスク管理」、「事業と地域（政策）との整合性」を審査す
る傾向がみられた。外部審査会を設ける自治体は、専門的知見を取り入れながら、リスク管理
に注意を払い、審査の結果を活かしてその後の補助金支出に対する対応も強化されている可能
性がある。そこで、「事業の問題点・リスク管理」、「事業と地域（政策）との整合性」による被
説明変数に対する影響を確認してみる。 
表 3-5の回帰分析では、多重共線性を回避するため、「外部審査会ダミー」を説明変数として
入れ、この変数と相関がある「事業の問題点・リスク管理ダミー」と「事業と地域（政策）と
の整合性ダミー」とを説明変数から除外した。変数を入れ替えて、結果の頑強性について確認
してみる。ここでは、表 3-4に基づいて、「事業の問題点・リスク管理ダミー」、「事業の投資規
模ダミー」、「事業と地域（政策）との整合性ダミー」、そして、「審査の公開状況ダミー」と統
計学的に有意な相関のある「外部審査会ダミー」、「事業内容の実現可能性ダミー」、「事業の雇
用計画ダミー」、「企業の財務状況ダミー」、「審査議事録ダミー」、「審査委員ダミー」、「審査基
準ダミー」、「審査内容ダミー」、「審査結果ダミー」を説明変数から除外する。補助金の取消・
返還請求件数（T期）を被説明変数とし、交付決定件数（T-1期、T-2期、T-3期、T-4期、T-5
期、T-6期）、事業の問題点・リスク管理ダミー、事業と地域（政策）との整合性ダミー、事業
の投資規模ダミー、雇用税収など波及効果ダミー、事業の先端性ダミー、審査の公開状況ダミ
ーを説明変数として再度回帰分析をする。結果は表 3-6のとおりである。 
5%及びその以下の水準で統計学的に有意な結果が見られたのは「事業の問題点・リスク管理
ダミー」だけである。事業の問題点・リスク管理を審査内容に入れた自治体は、入れていない
自治体より、補助金の交付取消・返還請求件数が年間 0.908件多いと 5%水準で有意な結果が見
られた。ほかの審査内容の変数については、同じ水準で有意な結果が見られなかった。 
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表 3-6:回帰分析の結果（その 2） 
注:以上の結果は都道府県ダミー、年ダミーによる調整済み。***、**、*はそれぞれ、1%、5%、10%水準で推定値
が有意である。 
出所:アンケート調査に基づき筆者作成 
 
3.3.3 回帰分析の結果による考察 
以上をまとめると、まず、上記の表 3-5 と表 3-6 の回帰分析の結果から、審査内容のうち、
企業立地促進補助金の取消・返還件数に対して影響が確認できたのは「補助金事業の問題点・
リスク管理」だけで、それ以外に、雇用・税収など波及効果の試算、事業と地域（政策）との
= 143
= 22
= 2
= 6.5
= 8
= 109.49
corr(u_i, X)   = 0 (assumed) = 0
交付取消・返還請求件数 係数 標準誤差 z値 [95% Conf. Interval]
交付決定件数
T-1期 0.017 0.009 1.96 0.051 * 0.000 0.034
T-2期 -0.011 0.010 -1.09 0.274 -0.030 0.009
T-3期 -0.004 0.011 -0.39 0.695 -0.025 0.017
T-4期 0.017 0.010 1.62 0.106 -0.004 0.037
T-5期 -0.002 0.011 -0.17 0.862 -0.023 0.019
T-6期 0.014 0.010 1.38 0.168 -0.006 0.033
事業の問題点・リスク管理ダミー 0.908 0.424 2.14 0.032 ** 0.077 1.738
事業と地域（政策）との整合性ダミー 0.135 0.190 0.71 0.477 -0.237 0.506
事業の投資規模ダミー 0.537 0.343 1.57 0.117 -0.135 1.209
雇用税収など波及効果ダミー 0.167 0.403 0.41 0.679 -0.624 0.957
事業の先端性ダミー 0.035 0.187 0.19 0.852 -0.332 0.401
審査の公開状況ダミー -0.244 0.204 -1.19 0.233 -0.644 0.157
2006年 0.519 0.222 2.33 0.020 ** 0.083 0.955
2007年 0.525 0.205 2.56 0.011 ** 0.122 0.927
2008年 0.366 0.209 1.75 0.079 * -0.043 0.776
2009年 0.262 0.203 1.29 0.197 -0.136 0.659
2010年 0.183 0.197 0.93 0.352 -0.202 0.568
2011年 0.162 0.178 0.91 0.363 -0.187 0.510
2012年 0.302 0.167 1.81 0.071 * -0.025 0.629
_cons -1.042 0.386 -2.70 0.007 *** -1.798 -0.286
sigma_u 0.000
sigma_e 0.518
rho 0.000
Random-effects GLS regression 
Group variable: prefecture
R-sq：　 within    = 0.1620
               Number of obs
Number of groups
 Obs per group: min 
(fraction of variance due to u_i)
　　　　between 　= 1.0000
　　　　　overall   = 0.5034
P>z
　　　　　　　　　　 avg
　　　　　　　　　　max
　　　Wald chi2(34)
　　　Prob > chi2
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整合性、事業の先端性などの審査内容は統計的に有意な影響が確認できなかった。すなわち、
審査の時点で、補助金対象企業の将来の市場活動を完全に予測することは不可能であると考え
られ、審査内容によって将来のリスクを抑えるという方法は期待できないという結果であった。 
次に、審査内容の中で一つだけ取消・返還件数に影響を与えたのは「事業の問題点・リスク
管理」である。しかし、これを審査する自治体は、補助金の取消・返還件数が減ったのではな
く、逆に増えたことが明らかになった。これを解釈するためには、事業の問題点・リスク管理
を審査する目的は何かを確認することが役立つ。問題点だらけな事業なら、審査の時点で不適
格だと判断して補助対象から外すことはもちろんであるが、それ以外に、完璧な事業が存在す
るはずはないため、補助対象に選んだ事業に対しても、きちんと問題点を把握する必要がある。
それによって、補助金支出のリスクを認識でき、フォローアップする方向性も明確になる。も
し補助要件に違反するような事態があれば、直ちに発見することができ、交付取消・返還制度
を利用して補てん措置をとる可能性が高くなる。したがって、「事業の問題点・リスク管理」を
審査する自治体は、そうでない自治体より補助金の取消・返還件数が多くなると推定できる。
この流れは、図 3-1のとおりである。 
図 3-1「補助金事業の問題点・リスク管理」を審査する自治体 
注:実線は定量分析によって得られた結果であり、点線は筆者の推論である。 
出所:回帰分析の結果に基づき筆者作成 
最後に、外部審査会を設置した自治体は、設置していない自治体より、補助金の取消・返還
請求件数が多くなるという統計学的に有意な結果が確認された（表 3-5）。前で説明したように、
「事業の問題点・リスク管理」を審査する自治体は補助金の取消・返還件数が多くなる。しか
も外部審査会の設置は「補助金の事業の問題点・リスク管理」の審査と正の相関が見られた（表
3-4）。明確な因果関係があるといいきれないが、外部審査会を持つ自治体は同時に事業の問題
点・リスク管理を審査する強い傾向が表れた。これによって、以下のメカニズムが推察できる
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のではないかと考える（図 3-2）。 
図 3-2 外部審査会を設置する自治体 
注:実線は定量分析によって得られた結果であり、点線は筆者の推論である。 
出所:本稿回帰分析の結果に基づき筆者作成 
外部審査会を持つ自治体は、補助金事業の問題点を把握し、不適切な支出を見つければ対応
する措置に講じて、補助金交付の取消・返還請求件数が増えるわけである。さらに、外部審査
会からの専門的知見の取入れと公平・公正の確保によって、より正確で明晰な問題把握とリス
ク分析ができることも考えられる。こうして、外部審査会を持つ自治体は、リスク管理の体制
を整えることによって、取消・返還請求件数が増えたというメカニズムが認められたといえよ
う。 
おわりに 
本稿第 3章に、補助金交付の取消・返還請求は不適格な事業者、あるいは効果をあげていな
い事業者に対して補助金を交付してしまうことを意味しており、とりもなおさず、それは、審
査プロセスが有効に機能していないためである、という論点をあげた。しかし、定量分析の結
果から、審査の段階で、事業の経済効果などチェックしても、リスクを事前に排除することに
は限界があることが明らかとなった。むしろ補助金事業の問題点を認識し、フォローアップを
強化することによって、不適切な支出を発見し、適正化する措置効果が現れている。したがっ
て、リスク対策の視点から見て、企業立地促進補助金の審査の機能は、リスクを抑えることよ
り、リスクを明確にし、その後の対応に正確な情報を提供することにあるといってよい。つま
り、補助金の交付を一旦決めた後でも、補助金の取消・返還制度を利用して、補助金のリスク
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に備える対応が重要である。その意味で、補助金の取消・返還請求件数が多いことは、必ずし
も問題ではない。補助要件に違反する事業にそのまま補助金を渡し続けるより、直ちに補助金
の支出を中止させる、あるいは返還させる方が、自治体として公金に対する責任のある対応だ
といえるからである。本稿の実証分析においては、企業立地促進補助金の外部審査会を設置す
る自治体は、補助金事業の問題点・リスク管理を審査する傾向が強く、補助金リスク管理の体
制が整うことによって、交付取消・返還請求の件数が多くなったというメカニズムが、一定程
度観察でき、企業立地促進補助金の外部審査会設置には効果があったという結論を得た。 
本稿は、企業立地促進補助金における外部審査会の役割と効果をあくまでも補助金のリスク
対策の観点から捉えたものである。自治体が外部審査会を導入する理由は、必ずしもリスク対
策に限らないため、外部審査会を評価する視点・手法は本稿が用いた分析手法のほかにもある
ことを断っておきたい。 
また、本研究の限界として次のような点を挙げることができる。まず、アンケート調査回収
率が 61.7%と比較的高い数字であるのに対し、対象者が 47都道府県であるため、グループ数は
少ない。さらには、その中でも回答を得ることができなかった部分があるため、全体的にサン
プル数が少ない点が指摘されうるだろう。次に、本稿で扱っている企業立地促進補助金の交付
取消・返還請求件数のうち、どれだけは確かに審査しても避けられなかった案件であるか、ど
れだけは審査が徹底しなかったためそれに至ったのか、その区別は行わなかった。外部審査会
が補助金交付決定の帰結に影響力を有しないのではないかという懸念もある中、この点は課題
であり、今後の研究にゆずりたい。 
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付録:地方自治体の企業立地促進補助金制度に関するアンケート 
早稲田大学 大学院政治学研究科公共経営専攻 修士課程 1年 李 孟茁（江上能義 教授演習） 
問 1 貴自治体において、企業立地促進(誘致)のための補助金政策はありますか。（当てはまるものに○） 
   ①いいえ    ②はい(創設年度:  )   
問 2 企業立地促進(誘致)補助金の上限額(１社に対して)推移をご記入ください。 
年度(平成) H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 
上限額(億円)               
＊注:上限額を設定しない場合は「×」をご記入ください。 
問 3 企業立地促進(誘致)補助金の交付決定件数をご記入ください。 
    年度 
件数  (平成) 
交付 
決定金額(円)  
H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 
1億未満               
1～30億未満               
30～50億未満               
50～100億未満               
100億以上               
問 4 企業立地促進(誘致)補助金交付決定案件のうち、交付決定取消（返還請求を含む）件数をご記入ください。 
    年度 
件数  (平成) 
交付 
決定金額(円)  
H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 
1億未満               
1～30億未満               
30～50億未満               
50～100億未満               
100億以上               
問 5 企業立地促進(誘致)補助金交付決定案件のうち、交付決定取消（返還請求を含む）の理由をご記入ください。 
複数件数の取消があった場合は、さしつかえのない範囲で結構ですので、簡単にすべての理由をご教示ください。 
 
 
問 6 貴自治体では、企業立地促進(誘致)補助金の交付にあたって、審査は行われますか。（当てはまるものに○） 
①いいえ  
②はい A 自治体内部審査 
B 外部者による審査会(審査会名前:          設置年度:  ) 
C その他(外部団体へ委託等):           
問 7 企業立地促進(誘致)補助金審査の内容をお選びください(当てはまるものすべてに○)。 
①事業の投資規模        ②事業の雇用計画      ③事業諸内容の実現可能性 
④雇用・税収等波及効果の試算  ⑤事業の先端性       ⑥事業と地域（及び政策）の整合性 
⑦企業の財務状況        ⑧事業の問題点・リスク管理  
その他:                                  。 
問 8 平成 12 年から平成 25年までの審査案件のうち、採用されない案件の割合は大体何パーセント程度ですか。ま
た、採用されない主な原因は何ですか。さしつかえのない範囲で結構ですので、ご教示ください。 
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   ＿＿%程度 主な原因:  
              
問 9 企業立地促進補助金審査の公開状況をご教示ください。(あてはまるものすべてに○) 
   ⑴公開度: ①公式ホームページで一般公開 ②住民の要求に応じて公開 ③非公開 ④その他:     
⑵公開可能な内容:①審査基準 ②審査内容 ③審査結果 ④審査議事録 ⑤審査員 ⑥その他:     
問 10 外部者による審査会の場合に、審査委員の構成をご記入ください。 
①自治体外部の学識者:   人(例:大学教授・研究所研究員等) 
②自治体外部の有識者:   人(例:中小企業診断士・会計士・弁護士等) 
③経済団体・協会代表:   人 
④住   民   代   表:    人 
⑤自  治  体  職  員:   人        ◎審査会合計人数:   人 
問 11 平成 12 年から平成 25 年まで、交付決定金額が 30 億以上の企業立地促進(誘致)案件のうち、（地域に根付い
て発展するとの視点から）成功事例を一つご教示ください。企業名をご提示する必要はありません。 
①補助金交付の基本状況 
対象企業の
所在業種 
交付決定 
年度 
予定交付 
期間(年) 
交付決定 
金額(万円) 
H25年 12月までに 
交付済金額(万円) 
審査状況 
自治体内部審査 外部者より審査会 
     有・無 有・無 
②当該補助金交付案件が成功したところを詳しくご教示ください。 
 
 
③当該補助金交付案件が成功した要因を詳しくご教示ください。 
 
 
問 12 平成 12 年から平成 25 年まで、交付決定金額が 30 億以上の企業立地促進(誘致)案件のうち、（企業が倒産・
撤退・縮小するとの視点から）失敗事例を一つご教示ください。企業名をご提示する必要はありません。 
①補助金交付の基本状況 
対象企業の
所在業種 
交付決定 
年度 
予定交付 
期間(年) 
交付決定 
金額(万円) 
H25年 12月までに 
交付済金額(万円) 
返還請求金
額（万円） 
審査状況 
自治体内部審査 外部者より審査会 
     （有れば） 有・無 有・無 
②当該補助金交付案件が失敗したところを詳しくご教示ください。 
 
 
③当該補助金交付案件が失敗した要因を詳しくご教示ください。 
 
 
問 13 企業立地促進補助金審査の役割・効果に対するご意見をご自由にご記入ください。 
 
 
問 14 企業立地促進補助金審査の問題点に対するご意見をご自由にご記入ください。 
 
 
問 15 補助金対象となる企業の倒産・撤退等リスクに対する対策についてご教示ください。 
 
 
 
長時間にわたり、ご協力いただき、ありがとうございました。 
